令和８年度第１回埼玉県南西部地域医療構想調整会議
議事録

１　日　時
　令和８年８月３日（月）１９：３０～２１：００

２　場　所
　オンライン（Teams）

３　出席者
【委　員】 １８名
滝澤義和委員（会長）、井上達夫委員（副会長）、野入聡悟委員、細田泰雄委員、飯田惣授委員、鈴木義隆委員、菅野隆委員、富家隆樹委員、平澤明美委員、上條大輔委員、増尾猛委員、小野沢誠委員、清水裕子委員、梅津俊之委員、鈴木貴久委員、増村規子委員、廣澤寿美委員、湯尾明委員
【アドバイザー】
埼玉県医師会副会長　廣澤信作　先生
【オブザーバー】
　朝霞地区医師会理事　町田穣　先生
　朝霞地区医師会理事　木下朋雄　先生
　朝霞地区医師会　　　児玉奥博　先生
　東入間医師会理事　　立麻典子　先生
　東入間医師会理事　　安藤聡一郎　先生
　
　
　
【事務局】
　保健医療政策課職員、医療整備課職員、朝霞保健所職員
【傍聴人】
　４名

４　議事概要
[bookmark: _Hlk126935477]（１）議題１「かかりつけ医機能報告に基づいた協議について」
　　　資料１－１、１－２により朝霞保健所、保健医療政策課から説明。
　　　
　   【朝霞地区医師会理事　町田穣先生】（オブザーバー）
        医師会としても在宅医療塾等を通じて在宅医療研修を行っているが、実際には在宅
       医療を新たに開始することに躊躇している医療機関が一定数あるのが現実である。
       積極的に2号機能（時間外診療、入退院時の支援、在宅医療の提供、介護サービスと  
       の連携など）に関わっていくには非常に手間がかかるため、看護師や医療ソーシャル  
       ワーカーなどの相談員を追加配置できるような支援や、医師がこれまで以上に勤務
       時間を確保できる環境が必要である。
        資料にもあるとおり、診療所に従事する医師の平均年齢は2010年以降上昇傾向に  　
　　　  あり、現在は60歳を超えている。60歳を過ぎて新しいことにチャレンジ（リスキリ  
[bookmark: _Hlk240011015]        ング）することを国は求めているが、こうした選択肢に対応できない医療機関が一定 
        数あることは理解できる。さらに、国がかかりつけ医機能の普及を進める一方で、令　
　　　　和8年度診療報酬改定において、在宅医療に関しては大規模施設への集約化を図る改　
　　　　定が行われるなど、制度設計にちぐはぐさを感じる。この地域において高齢者に対す
　　　　る医療提供体制を充実させることは必要不可欠であるため、例えば「新規開設医療機
　　　　関に向けた、かかりつけ医機能、在宅医療、介護保険制度の理解を深める研修開催」
　　　　や、「複数の医療機関がグループになって在宅医療を切れ目なく提供するため主治
　　　　医・副主治医制度の検討」といった、これまでにない具体的な政策や支援策が必要で
　　　　あると考えている。

　　　【朝霞地区医師会理事　木下朋雄先生】（オブザーバー）
　　　　当クリニックは訪問診療専門の診療所であり、分類としては2号機能を主体とし　
　　　た診療を行っている。東京に隣接した都市部である当地域の特性を考えると、どうし　
　　　ても都心部の専門病院を受診する患者が非常に多い。本来、かかりつけ医（プライマ　
　　　リ・ケア医、総合診療医）に求められる役割は、ゲートキーパーとしてトリアージを　　
　　　行い、専門的な医療が必要な患者とそうでない患者を振り分けて受診の交通整理を
　　　することである。しかし、医師もそのシステムに慣れておらず、その後の専門性分野
　　　を標榜している医師が外来などでも多いという印象も受けている。これを改善する
　　　ためには、「どのような患者にかかりつけ医が必要なのか」というターゲットを明確
　　　化すべきである。例えば「70歳以上の高齢者」「要介護認定を受けた方」「認知症の　
　　　方」「急性期治療を終えたポストアキュート期の退院患者」といった具体的なターゲ　　
　　　ットをこの協議の場で定義し、そこに向けた行政からのアプローチや具体的政策に
　　　落とし込んでいくことが重要である。ターゲットが明確になれば、かかりつけ医機能　
　　　を地域でうまく循環させていくことができると考えている。

　　　【朝霞地区医師会　児玉奥博先生】（オブザーバー）
　　　　現在、新座方面で精神科と内科の訪問診療を行っている。訪問診療を行う新しいク　
　　　リニックが増えている一方で、その質は二極化していると感じる。
      数の増加が必ずしも地域の適切な医療供給体制の確保につながっていない側面があ 
      る。また、当地域の精神科医療の提供体制についても歪みが生じている。在宅医療領  
      域で簡単な症例の患者ばかり診療する医療機関が存在している。単に開業医の数や
      医療機関の登録件数を増やすだけでなく、それが本当に地域の医療戦力として機能 
      しているのか、どのような影響を与えているのかをしっかり検証する必要がある。

　　　【東入間医師会理事　立麻典子先生】（オブザーバー）
　      小児科専門医であり、小児科を主体に診療しているため、基本的には高齢者の在 
       宅医療や訪問診療、時間外診療は行っていない。診療時間内の一般内科の患者につ
　　　 いては、大人は上福岡総合病院、子どもはイムス富士見総合病院へ紹介しており、
       医療連携は非常にスムーズに行えている。そのため、日中に関しては特に困ってい
       ることはない。将来的な医師会員の高齢化や閉院、オンライン診療への移行などを　
　　　 考慮すると、時間外診療や在宅医療を積極的に担う医療機関を増やすためには、医
　　　 師の安全確保や、1人ではなく複数人（2人、3人体制）での訪問に対応できるよう 
       な診療報酬の点数設定を、国に検討いただきたい。今回のデータで、かかりつけ医
       機能報告制度への報告が74％に留まっているのは意外に低いと感じた。この制度が
       しっかり機能しなければ、かかりつけ医制度が本来の目的を果たせなくなるため、
       未登録 of 医療機関に対して丁寧な周知を行い、報告医療機関を増やしていく必要
       がある。

　　 【東入間医師会理事　安藤聡一郎先生】（オブザーバー）
       私は東入間医師会で在宅の担当理事を務めている。自身の診療所は内科・外科中心   
      で往診や訪問診療を行っている。これまで医師会の中で在宅医療に取り組んでもら　
　　　えるよう、研修会の開催やグループワークを通じた多職種との顔の見える関係作り　
　　　を進めてきたが、なかなか在宅医療を行う診療所が増えていかないのが実情である。
　　　開業医の先生方はそれぞれ専門（循環器、糖尿病、内視鏡など）を持っており、大学　
　　　病院並みの外来を志し自身の診療所で提供しているケースが多い。午前も午後も外　
　　　来患者で埋まっている中で、昼休みに往診へ行くというのは体力的に非常に厳しい　
　　　現実がある。そうした先生方も外来診療を通じて地域の健康寿命延伸に多大に貢献
　　　している。医師の高齢化が進む中、外来だけでなく在宅医療も提供する若い医者の育　
　　　成が必要である。町医者の魅力をできるだけ伝え、草の根的に若い医師を総合診療医
　　　として育て、少しずつ在宅医療に携わる医療機関を増やしていけるよう、地道に努力　
　　　していきたい。

　　  【東入間医師会　井上達夫委員（副会長）】
　　　　在宅医療の推進に取り組む安藤先生の考えに賛同して努力しているが、やはり在　
　　　 宅対応の医療機関数が思うように増えていかない。先ほどイギリスの制度の話が出  
       たが、完全な囲い込みを行うと、受診の自由（フリーアクセス）を阻害することに 
       なりかねず、そのような仕組みは望ましくないと考えている。
       医師の高齢化が進む中で在宅医療を新しく始めるのはハードルが高いため、まずは
       1号機能の要件から段階的にアプローチし、少しずつ在宅対応の医療機関を増やし
       ていくよう努力を重ねていきたい。

     【埼玉病院　細田泰雄委員】
       当院でも地域の先生方との連携を進めており、特に退院患者の在宅移行に伴う紹介   
      や、逆に在宅で診療中の患者が急変した際の緊急入院の受け入れなどのケースが増 
      加している。地域の先生方の中には、温度差があると感じることもある。全てを1人  
      で行える「スーパーマン」のようなかかりつけ医を求めるのではなく、1人の患者を
      複数の専門医や多職種でサポートしていく「1対多（チーム）」の仕組みを地域の中
      に作っていくことが、現実的かつ正しいアプローチではないかと考えている。

　　 【TMGあさか医療センター　飯田惣授委員】
       当院では約10年前から分院のTMGサテライトクリニック朝霞台を通じて訪問診療　　
　　　を行っている。今後はこうしたサテライトクリニックと、地域一般のクリニックとの　
　　　連携をさらに摸索していく必要がある。また、1人の患者が複数の疾患で異なるクリ　
　　　ニックにかかっているケースは珍しくないため、「かかりつけ医」を決めることで他
　　　科の医師との関わりが制限されるようなイメージを払拭し、一般的な慢性疾患に対　
　　　しても複数の医師が柔軟に対応できるような、制度設計が望ましいと考え　
　　　る。

　　 【イムス富士見総合病院　鈴木義隆委員】
　　   当院では、夜間や時間外の救急・時間外外来に関しては断らずに受け入れることを 
      基本方針としている。在宅医療・訪問診療に関しては、現在はパイロット的に少数の
      患者（5〜10名程度）を対象に実施している段階である。この在宅医療のパイロット 
      的な実施は、病院内の従事者が在宅療養について学ぶ良い機会となっており、患者が 
      病院を退院後、在宅医療をスムーズに行うことができると考えている。また、急性心
      不全の再入院予防、慢性腎臓病（CKD）、睡眠時無呼吸症候群、認知症治療（抗体薬治
      療などを含む専門外来）といった慢性疾患対策において、当院の専門スタッフやスク
      リーニング体制を活用してもらい、患者の診療をサポートしていけるような連携体
      制を構築していきたい。

      【菅野病院　菅野隆委員】
　　	 精神科・認知症の観点から発言する。認知症に関してはBPSD（行動・心理症状）へ  
       の対応や、介護に当たる家族の精神的負担へのケアが非常に重要である。
       当院では特別養護老人ホームや障害者施設などへ定期的な往診を行っているが、精
       神科の往診を求める施設は多く、医師やスタッフの負担が非常に大きい。
       特にグループホームなどで、入居者が自室に閉じこもりがちになり身体機能が低下  
       していくケースが多く見られる。これに対し、精神保健福祉士（PSW）や理学療法士
       が訪問支援を行い、デイケア等へ連れ出して心身の機能を維持することが極めて重　　　
　　　 要であり、これは薬物療法以上に価値があると考えている。

　    【富家病院　富家隆樹委員】
        当院は主に慢性期や重度慢性期の入院医療を担当しているが、訪問診療も一部実   
       施している。当院はやはり夜間や休日等の人員確保が非常に難しい状況にある中、　
　　　 在宅の方面では多職種連携に力を入れていて、訪問看護、訪問リハビリを中心に回
       っている。



      【滝澤義和会長】
        様々な貴重なご意見をいただき感謝する。
       本日出された意見を集約すると、やはり「在宅医療の提供体制（時間外対応、認知    
       症関連、日常的・総合的な診療機能の確保）」に関するものが中心であった。
       これらのご意見や論点を事務局で一度整理いただき、次回の第2回調整会議におい   
       て、さらに具体的な検討を深めていきたい。


（２）議題２「第１回地域医療構想推進会議の主な意見について」
[bookmark: _Hlk118189050]　　　資料２により保健医療政策課から説明。
　　　委員からの質問等はなかった。　　　


（３）議題３「新たな地域医療構想について」
　　　資料３により保健医療政策課から説明。
[bookmark: _Hlk238490259]　　　委員からの質問等はなかった。
　　　　

（４）議題４「令和６年度病床機能の定量基準分析結果について」
　　　資料４－１、４－２、４－３、４－４により保健医療政策課から説明。
　　　委員からの質問等はなかった。
　　　　　　


（５）議題５「令和７年度外来機能報告及び紹介受診重点医療機関の結果について」
　　　資料５により保健医療政策課から説明。
　　　委員からの質問等はなかった。




全体を通しての委員からの質問はなかった。


〇アドバイザーからの意見
　　今回初めて実施されたかかりつけ医機能報告について、県全体の報告率は81.9％であるのに対し、南西部圏域は74％と平均を下回っている。さらに、1号機能の実質的な届出率は南西部圏域で51.6％と非常に低い。この背景には、周知不足や医療機関側の戸惑いがあったと考えられる。実際には、1号機能を有する医療機関がもっと多くあると思われる。今後、この地域で何のかかりつけ医機能が足りていないか、その場合はどうしていくのかを協議していくためにも、報告率を増やしていく必要がある。
　今年7月に国から新たな地域医療構想策定ガイドラインが示された。今後、急性期拠点機能あるいは地域急性期機能、在宅医療等連携機能等が議論されていくものと思われる。在宅医療の推進については、令和10年度（2028年度）に向け、各市町村や在宅医療介護連携推進事業を担う拠点（医師会等）が、それぞれの地域特性に応じた具体的な役割分担や連携体制を構築していくことが求められる。
　国から、在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備・運用のための「ガイドブック第2版」を令和8年3月に発行している。県としても、これを参考にしながら、南西部圏域の各市町村および医療機関の皆様が引き続き連携を強化し、地域医療提供体制の充実に向けたご協力をいただけるようお願いしたい。

５　閉会
